
　 　 　構造改革特別区域に係る第２次提案について（提案内容）

提案主体名 特区構想名
規制の特例事項（再提案理

由）
特例の具体的要望事項（目的） （対象） （内容） 代替措置の内容 現状（制度）の問題点

1 大垣市
ＩＴ文化特

区

規制緩和の対象が「研究」
資格になっており、より効
果的な事業展開を図るため
には、「技術」資格につい
ても適用することが必要で
ある。

IT関連産業が国際的な競争力を持つために
は、国内で不足している高度な技術力を有す
る人材を外国から確保する必要がある。

入出国管理及び難民認定法第２条
の２第３項の関係省令における
「技術」資格の在留期間について
※「３年又は１年」について

在留期間を５年とする。
特区内の企業に
就業した場合と
する。

技術者が従事する業務の継続性を考慮し、在留
期間の延長が必要である。

2 岐阜県 ＩＴ特区
対象者が「研究」資格と
なっているが、「技術」資
格にも適用することを要望

IT産業の推進に必要な高度ＩＴ技術者は国内
で不足しており、外国から確保する必要があ
る。e－ｊａｐａｎ重点計画２００２におい
ても３年間で３万人の受入に言及。

入管法第７条第１項第２号関係
で、「技術」資格の在留期間を３
年又は１年としている基準につい
て

在留期間を５年とする
特区内の企業に
就業した場合と
する

技術者が従事する業務の継続性を鑑みると、在
留期間の延長が必要

3 岐阜県
特定成長産
業集積特区

対象者が「研究」資格と
なっているが、「技術」資
格にも適用することを要望

IT産業の推進に必要な高度ＩＴ技術者は国内
で不足しており、外国から確保する必要があ
る。e－ｊａｐａｎ重点計画２００２におい
ても３年間で３万人の受入に言及。

入管法第７条第１項第２号関係
で、「技術」資格の在留期間を３
年又は１年としている基準につい
て

在留期間を５年とする
特区内の企業に
就業した場合と
する

技術者が従事する業務の継続性を鑑みると、在
留期間の延長が必要

4 宮城県
みやぎＩＴ

特区

「特定活動」という在留資
格が、外国人ＩＴ技術者を
対象としたものとはなって
いないため、外国人ＩＴ技
術者の在留資格に関して、
緩和して欲しい。
　緩和措置の悪用を防止す
るため、滞在期間の「５
年」に関しては、それを最
長期間とし、それまでの滞
在状況に応じて期間を決定
することとする。また、在
留資格に該当しなくなった
場合のチェックに関して
は、「特定活動」の在留資
格を付与する場合と同様な
条件を付すことで、その妥
当性を確保しうると考え
る。

特区内のＩＴ関連企業が優秀なＩＴ技術者を
確保しうるようにするために

特区内のＩＴ関連企業が外国人Ｉ
Ｔ技術者を雇用する場合には

「技術」に関する在留期間を延長する
（「１年又は３年」から「１年、３年又
は５年」）

「特定活動」と
同様の条件を課
すこととする。

外国人ＩＴ技術者の在留資格に関する手続が煩
雑である

5 岐阜県 ＩＴ特区 　

IT産業の推進に必要な高度ＩＴ技術者は国内
で不足しており、外国から確保する必要があ
る。e－ｊａｐａｎ重点計画２００２におい
ても３年間で３万人の受入に言及。

入管法７条第１項第２号関係で、
「技術」資格の審査において、受
入企業との雇用契約の証明書の提
出を求められることについて

技術者が国内の派遣会社の社員となった
場合でも在留資格を与える

特区内の企業に
就業した場合と
する

技術者が派遣される企業との雇用証明書が求め
られ、派遣会社の社員となっただけでは在留資
格が認められない。

6 岐阜県
特定成長産
業集積特区

　

IT産業の推進に必要な高度ＩＴ技術者は国内
で不足しており、外国から確保する必要があ
る。e－ｊａｐａｎ重点計画２００２におい
ても３年間で３万人の受入に言及。

入管法７条第１項第２号関係で、
「技術」資格の審査において、受
入企業との雇用契約の証明書の提
出を求められることについて

技術者が国内の派遣会社の社員となった
場合でも在留資格を与える

特区内の企業に
就業した場合と
する

技術者が派遣される企業との雇用証明書が求め
られ、派遣会社の社員となっただけでは在留資
格が認められない。
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提案主体名 特区構想名

規制の特例事項（再提案理
由）

特例の具体的要望事項（目的） （対象） （内容） 代替措置の内容 現状（制度）の問題点

7
恵北ビル管
理株式会社

老人介護
福祉特区

入管法に関する研修の在留基準の中に、習得
しようとする技術、技能または知識が同一の
作業の反復のみによって習得できるものでは
ないこと、とありこれまでは介護にまつわる
研修は、補助的雑務であり、単純労働とみな
され外国人による研修ビザの取得が不可能と
されていた。しかしながら日本の介護技術
は、介護保険法制定後、国家資格（介護福祉
士）を要するまでの特殊技能職へと変貌を遂
げ、昨今、海外の地でも多く見られるように
なった介護施設でも、日本での技能習得向上
を求める要望が多いので、その高度介護技術
を、外国人介護士が習得することを可能とす
るため。

出入国管理及び難民認定法第7条
第１項第２号の基準を定める省令
において
申請人が習得しようとする技術、
技能、または、知識が同一の反復
のみによって習得できるものでは
ないこと、と定められている事項
について
出入国管理及び難民認定法第７条
第１項第2号の基準を定める省令
において

介護にまつわる研修のみ入国、在留を容
認する

・外国人研修生受け入れに関する基準について
出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号
の基準を定める省令において、申請人が習得
しょうとする技術、技能、または、知識が、同
一の作業の反復のみによって習得できるもので
はないことと定められており、介護研修により
入国、在留ができない

8 石狩市

サハリン石
油・天然ガ
ス開発プロ
ジェクト後
方支援特区

　限られた工期から、モジューリング（組
立）やコーティングなどの特殊作業に経験豊
富な外国人熟練工の就労を可能とし、工期内
工事の完成を図る。

　出入国管理及び難民認定法第７
条第１項第２号の基準を定める省
令「法別表第一の二の表の技能の
項の下欄に掲げる活動」の項の下
欄に掲げる基準において、「外国
に特有の製品の製造叉は修理」と
定められている事項について

当該要件を引き下げし、外国人熟練工の
就労を可能とする。

　特例となる事
業をサハリン石
油・天然ガス開
発プロジェクト
関連事業のみに
限定する。

　外国人熟練工については、出入国管理及び難
民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省
令「法別表第一の二の表の技能の項の下欄に掲
げる活動」の項の下欄に掲げる基準において、
「外国に特有の製品の製造叉は修理」と定めら
れており、就労できない。

9 北九州市
北九州市国
際物流特区

　特区において、「研究」
資格の実務経験（修士又は3
年以上の研究従事、もしく
は10年以上の実務経験）の
緩和及び「投資・経営」資
格の外国人の会社設立制限
の緩和が実現するとのこと
である。
　本市は産業競争力の向上
を目的に、「技能」資格の
実務経験の緩和を要望した
が、所管官庁からの回答が
得られなかったため、再度
要望するものである。

　本市の構想する特区において、外国人・外
国企業が優れた技術・ノウハウを有する建築
物や製品の施行・製造を当該外国人を招聘し
て行いたい、との要望が複数寄せられてい
る。
　技術・ノウハウを持つ外国人を集団で招聘
するため、全員が長期の実務経験者である必
要はない。そこで、現行10年となっている実
務経験年数を3年程度に緩和し、招聘を円滑
に進めたい。また、報酬についても「日本人
と同等以上」とされているが、優れた技術・
ノウハウで日本人よりも効率的・低コストで
施行・製造が可能なものについては、当該要
件の例外とし、産業競争力向上の一助とした
い。

「出入国管理及び難民認定法第7
条第1項第2号の基準を定める省
令」によって定められている『技
能』活動の基準

①外国に特有の建築又は土木に係
る技能について10年（当該技能を
要する業務に10年以上の実務経験
を有する外国人に指揮監督を受け
て従事する場合にあっては、5
年）以上の実務経験
②外国に特有の製品の製造又は修
理に係る技能について10年以上の
実務経験
③日本人が従事する場合に受ける
報酬と同額以上の報酬を受けるこ
と

①3年以上の実務経験（括弧内は削除）
②3年以上の実務経験
③次の文章を追加　「ただし、我が国に
ない優れた技術又はノウハウ等により、
結果として日本人より低い報酬で施行又
は製造が可能な場合はその限りでな
い。」

①②実務経験の要件が厳しすぎ、まとまった数
の招致が困難
③この要件のために、せっかくの優れた技術・
ノウハウが国内で活用されず、国際競争力強化
を妨げている。

10 丹波町
丹波ワイン
産業振興特

区

特区内でワインを製造販売するにあたり、い
わゆるブレンダーやソムリエを招聘する必要
があるが、これは単に経験年数のみではかる
ことはできない。したがって雑誌等に紹介さ
れた記事等著明であることなどの要件を加え
た上、経歴要件を５年に短縮する。

特区で招聘するワイン製造販売に
かかるブレンダー及びソムリエと
呼称される外国人技能者。

出入国管理及び難民認定法第７条１項２
号の基準和定める省令中「技能」の経歴
要件「１０年」を「５年」に短縮する。

経歴要件に著明
であることを加
える

１０年の経験が必ずしも優秀なソムリエ等とは
いえず、経験が短くても優秀なソムリエ等を招
聘することができない。
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